
市
で
は
、
平
成
26
年
度
の
「
市
民
税
・
県
民
税 

税
額
決
定
・
納
税
通
知
書
」
を
、
6
月
13
日
に
発
送

し
ま
し
た
。
本
年
度
か
ら
均
等
割
額
が
全
国
的
に
1
、
0
0
0
円
増
額
に
な
り
ま
し
た
。
引
き
上
げ

に
よ
る
増
収
分
は
、
市
や
県
が
行
う
防
災
・
減
災
費
用
に
充
て
ら
れ
ま
す
。

平
成
26
年
度
の
市
・
県
民
税

税
額
が
決
定
、
通
知
書
を
発
送

課
税
方
法

　
平
成
26
年
度
の
市
・
県
民
税
は
、
平

成
25
年
1
〜
12
月
の
所
得
か
ら
税
金
を

計
算
し
て
、
平
成
26
年
1
月
1
日
現
在

の
住
所
地
で
課
税
さ
れ
ま
す
。

　
個
人
の
市
・
県
民
税
は
、
一
定
の
金

額
を
負
担
す
る
「
均
等
割
」
と
所
得
に

応
じ
て
負
担
す
る
「
所
得
割
」
で
構
成

さ
れ
て
い
ま
す
。

　
東
日
本
大
震
災
の
教
訓
を
生
か
し
、

自
然
災
害
に
強
い
ま
ち
づ
く
り
を
実
現

す
る
た
め
、
平
成
26
〜
35
年
度
の
10

年
間
は
全
国
的
に
、
均
等
割
の
額
に

1
、
0
0
0
円（
市
民
税
・
県
民
税
各

5
0
0
円
）が
加
算
さ
れ
ま
す
。
増
額

分
は
、
市
や
県
が
実
施
す
る
防
災
・
減

災
事
業
の
た
め
に
使
わ
れ
ま
す
。

◦
均
等
割
…
5
、
0
0
0
円（
市
民
税

3
、
5
0
0
円
、
県
民
税
1
、
5�

0 

0
円
）

◦
所
得
割
…
10
%（
市
民
税
6
%
、
県

民
税
4
%
）納

税
方
法

普
通
徴
収

　
自
営
業
な
ど
の
事
業
所
得
者
は
、
納

付
書
や
口
座
振
替
で
年
4
回
に
分
け
て

納
税
し
ま
す
。

　
納
期
限（
第
1
期
）は
、
6
月
30
日
㈪

で
す
。
早
め
の
納
付
を
心
掛
け
ま
し
ょ

う
。

特
別
徴
収
第
1
期

　
サ
ラ
リ
ー
マ
ン
な
ど
の
給
与
所
得
者

は
、
6
月
か
ら
翌
年
5
月
ま
で
の
12
回

に
分
け
て
給
与
か
ら
差
し
引
か
れ
ま
す
。

　
内
容
に
つ
い
て
は
、
給
与
の
支
払
者

を
通
じ
て
通
知
し
ま
す
。

公
的
年
金
か
ら
の
特
別
徴
収

　
4
月
1
日
時
点
で
の
年
齢
が
65
歳
以

上
で
、
一
定
の
条
件
を
満
た
す
年
金
所

得
者
の
市
・
県
民
税
は
、
年
金
か
ら
差

し
引
か
れ
ま
す
。
対
象
者
に
は
、
税
額

決
定
・
納
税
通
知
書
で
特
別
徴
収
額
を

お
知
ら
せ
し
ま
す
。
ま
た
、
年
金
支
払

者
か
ら
送
付
さ
れ
る
「
年
金
振
込
通
知

書
」
で
も
確
認
で
き
ま
す
。

　
税
額
の
変
更
、
年
金
の
支
給
停
止
、

市
外
へ
の
転
出
な
ど
が
あ
る
場
合
は
、

特
別
徴
収
が
中
止
に
な
り
、
普
通
徴
収

で
納
税
し
ま
す
。

課
税
さ
れ
な
い
人

均
等
割
も
所
得
割
も
課
税
さ
れ
な
い
人

＝
次
の
い
ず
れ
か
に
当
て
は
ま
る
人

◦
生
活
保
護
法
の
規
定
に
よ
る
生
活
扶

助
を
受
け
て
い
る
人

◦
障
が
い
者
、
未
成
年
、
配
偶
者
と
死

別
・
離
婚
し
再
婚
し
て
い
な
い
人
な

ど
で
、
平
成
25
年
中
の
「
合
計
所
得

金
額
」
が
1
2
5
万
円
以
下
の
人

◦
平
成
25
年
中
の
「
合
計
所
得
金
額
」

税額決定・納税通知書と納付書を送付

が
次
の
計
算
式
で
求
め
た
金
額
以
下

の
人

28
万
円
×（
扶
養
人
数
＋
1
）＋

＊16
万
8
、

0
0
0
円

所
得
割
が
課
税
さ
れ
な
い
人
＝
平
成
25

年
中
の
「
総
所
得
金
額
等
」
が
次
の

計
算
式
で
求
め
た
金
額
以
下
の
人

35
万
円
×（
扶
養
人
数
＋
1
）＋

＊32
万
円

＊
計
算
式
中
の「
16
万
8
、0
0
0
円
」

と
「
32
万
円
」
は
扶
養
親
族
が
い
る

場
合
に
加
算
さ
れ
ま
す

※
く
わ
し
く
は
市
民
税
課（
☎
20
‐
1 

5
1
3
）へ
。

よ く あ る 質 問

平成26年3月20日にA市からB市に引っ越しました。平成
26年度の市・県民税はどちらに納めるのでしょうか。
平成26年1月1日現在の住所はA市であるため、平成26年
度の市・県民税はA市に納めることになります。

夫が平成26年1月2日に亡くなりましたが、平成26年度の
税額決定・納税通知書が届きました。納める必要はありま
すか。
平成26年1月1日現在は存命でしたので、市・県民税が課
税されます。この場合は、相続人が納めることになります。

子どもがアルバイトを始めました。扶養控除の範囲内とな
る収入は130万円未満ですか。
違います。130万円未満というのは、一般的に社会保険
の扶養に入ることができる基準であるといわれています。
市・県民税や所得税の扶養控除は、給与収入の場合、103
万円以内です。

Q1

Q2

Q3

A1

A2

A3

3 広報なりた 2014.6.15　☎／市外局番の記載のないものは「0476」です


